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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第23期

中間連結会計期間
第24期

中間連結会計期間
第23期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 30,810,188 31,753,989 62,219,157

経常利益 (千円) 1,258,654 635,844 2,172,694

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 842,060 480,851 1,515,473

中間包括利益又は包括利益 (千円) 881,733 521,210 1,573,649

純資産額 (千円) 9,741,844 10,581,479 10,433,760

総資産額 (千円) 28,664,036 29,807,590 29,514,846

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 51.93 29.59 93.38

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.0 35.5 35.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,778,129 919,433 3,155,274

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △805,486 △755,518 △1,833,644

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 911,489 527,742 58,969

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 5,417,964 5,606,089 4,914,432
 

　
(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
２．第23期中間連結会計期間及び第23期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。

３．第24期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在
株式が存在しないため、記載しておりません。

 

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についての異動は、以下のとおりであります。

　

（青果物事業）

当中間連結会計期間において、当社連結子会社であるデリカフーズ㈱を存続会社とし、当社連結子会社であるデリ

カフーズ長崎㈱を消滅会社とする吸収合併を実施しております。

この結果、2026年９月30日現在では、当社グループは、当社及び子会社５社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費と設備投資が底堅く推移し、全体としては緩やかな回復基

調を維持した一方、物価高による実質購買力の低下や、中東情勢をはじめとする地政学リスク、相次ぐ自然災害な

どの影響もあり、先行きは依然として不透明な状況にあります。

当社グループの主要顧客である外食産業でも、堅調なインバウンド消費の取り込みや価格改定、高付加価値商品

の投入などによる客単価上昇が寄与し、売上高は総じて増加基調にありました。一方で、消費者の節約志向は根強

く、客数の回復は業態や企業ごとにばらつきがみられました。加えて、慢性的な人手不足、物流費・人件費の継続

的な上昇、消費税率見直しが行われた場合の業績悪化懸念など、経営環境は予断を許さない状況が続いています。

こうしたなか、当社グループは、青果物の加工・流通分野において野菜の価値向上を追求し、未来に向けた「持

続可能な農業」と「食を通じた健康増進」を実現する付加価値創造企業として、各種施策を進めております。2024

年５月に発表いたしました「第五次中期経営計画 keep on trying 2027」の最終年度に当たる本年度につきまして

は、「各種ポートフォリオの変革」、「青果物サプライチェーンの構造変革」、「研究部門・開発部門への投資拡

大」の基本方針のもと、計画達成に向けた諸施策を着実に推し進めております。

当中間連結会計期間においては、主業である青果物流通事業を担うデリカフーズ㈱において、取引採算を踏まえ

た取引条件について丁寧にご説明しつつ、新たなお客様ニーズに対応するための積極的な提案を進めたほか、物流

子会社であるエフエスロジスティックス㈱におけるグループ外売上の獲得、一般消費者向けミールキットを手掛け

る楽彩㈱によるＢｔｏＣ事業の拡充などを着実に進めてまいりました。その結果、当中間連結会計期間における売

上高は31,753百万円（前年同期比3.1％増）と、伸び率は若干鈍化傾向にあるものの、中間連結会計期間としての過

去最高を更新しました。

一方、損益面では、長引く天候不順（台風、長雨等）による各種野菜の生育不良・品質不良や、地震等の影響で

価格が高騰したため、売上総利益率が想定以上に大きく下振れました。また販管費においても、正社員・パート従

業員の処遇見直し、物流部門の拠点新設（東海マザーセンター、三郷サプライセンター）に伴う経費増が先行的に

発生いたしました。加えて、中東情勢の影響による物流費、燃料費、資材費などの高騰も利益の圧迫要因となりま

した。以上から、当中間連結会計期間の営業利益は642百万円（前年同期比47.7％減）、経常利益は635百万円（前

年同期比49.5％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は480百万円（前年同期比42.9％減）と、価格転嫁タイミン

グのずれによる増益効果があった前年同期との対比では、いずれも大幅な減益となりました。

 　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、当中間連結当中間連結会計期間より、当社グループの主要な経営管理指標(経営資源の配分の決定や業績

の評価などの検討に使用している経営指標など)を経常利益ベースから営業利益ベースの数値に変更したことに伴

い、報告セグメントの利益又は損失も、経常利益ベースから営業利益ベースに変更しております。

① 青果物事業

当セグメントの売上高は、外食産業における需要の安定的な推移や省力化ニーズの高まりを捉え、取引業種バラ

ンスの最適化を図りながら、新たなお取引先様ニーズへの積極的な対応を進めたことで、31,040百万円と前年同期

比2.7％の増収となりました。セグメント利益（営業利益）につきましては、長引く天候不順や地震等の影響で各

種野菜の価格が高騰したことを主因として、前年同期比41.3％減の623百万円となりました。
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② 物流事業

当セグメントの売上高は、主要な荷主であるデリカフーズ㈱に対する運賃収入が順調に推移したことに加え、外

販の獲得にも注力したことから、2,968百万円と前年同期比12.4％の増収となりました。一方、セグメント利益

（営業利益）につきましては、拠点新設に伴う先行的な経費負担の影響により、前年同期の71百万円から大幅な減

益の0.2百万円となりました。

 
③ 研究開発・分析事業

当セグメントの売上高は、受託分析事業の順調な伸びもあり、48百万円と前年同期と比べ10百万円（27.5％）の

増収となりました。また、人件費増の影響から１百万円のセグメント損失(営業損失)（前年同期は７百万円のセグ

メント損失（営業損失））を計上いたしました。

 
④ 持株会社

当セグメントの売上高は、909百万円と前年同期と比べ260百万円（40.2％）の増収となりました。セグメント利

益（営業利益）は、455百万円と前年同期と比べ210百万円（85.5％）の増益となりました。

 
 
流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.3％増加し、12,934百万円となりました。これは、売掛金が106百万円

減少したものの、現金及び預金が491百万円増加したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.4％減少し、16,872百万円となりました。これは、主として投資その他

の資産の「その他」が96百万円増加したものの、有形固定資産の建物及び構築物が222百万円、「その他」が108百

万円減少したことなどによります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.0％増加し、29,807百万円となりました。

 

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて5.5％減少し、10,495百万円となりました。これは、主として買掛金が

274百万円増加したものの、未払金が813百万円減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて9.4％増加し、8,730百万円となりました。これは、主として転換社債型

新株予約権付社債が750百万円増加したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて0.8％増加し、19,226百万円となりました。

 

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.4％増加し、10,581百万円となりました。これは、主として利益剰余

金が74百万円、その他有価証券評価差額金が38百万円増加したことなどによります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、5,606百万円となり、前連結会計年度末より691百万

円増加しました。当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの内容は概ね次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、919百万円の収入（前年同期は1,778百万円の収入）となりました。これ

は主に、仕入債務の増加額278百万円、減価償却費674百万円などがあったことによるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、755百万円の支出（前年同期は805百万円の支出）となりました。これは

主に、定期預金の払戻による収入200百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出937百万円などがあっ

たことによるものです。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、527百万円の収入（前年同期は911百万円の収入）となりました。これは

主に、配当金の支払額404百万円があったものの、転換社債型新株予約権付社債の発行による収入742百万円、短期

借入金の増加額150百万円などがあったことによるものです。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

 
(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は51百万円であります。

 

３ 【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

デリカフーズホールディングス株式会社(E02994)

半期報告書

 5/34



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,372,000 16,372,000
東京証券取引所
(スタンダード市場)

単元株式数は100株であります。

計 16,372,000 16,372,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。
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② 【その他の新株予約権等の状況】

　当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権付社債及び新株予約権は、次の通りであります。

　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 2026年５月13日

新株予約権の数（個）　※ 48

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)　※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）　※

普通株式　851,300　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 881　(注)２

新株予約権の行使期間　※ 　自　2026年５月29日　至　2031年５月22日　(注)４

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額（円）　※

(注)５

新株予約権の行使の条件　※ 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※

本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文及び第３項
本文の定めにより、本新株予約権又は本社債の一方のみを譲渡
することはできない。
当社と割当予定先との間で締結される本引受契約において、本
新株予約権付社債の譲渡については当社の同意が必要である旨
が定められる。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※

―

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内
容及び価額　※

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本新株
予約権に係る本社債とし、出資される財産の価額は、当該本新
株予約権に係る本社債の金額と同額とする。

新株予約権付社債の残高（百万円）※ 750
 

※新株予約権付社債の発行時(2026年５月29日)における内容を記載しております。

(注) １．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権の行使により当社が新たに

発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分(以下当社普通株式の発行又は処分を当社普通株

式の「交付」という。)する当社普通株式の数は、同時に行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総

額を当該行使時において有効な転換価額で除して得られる数とする。但し、１株未満の端数が生じた場合

は、会社法の規定に基づいて現金により精算する(当社が単元株制度を採用している場合において、本新株

予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使

されたものとして現金により精算し、１単元未満の株式はこれを切り捨てる。)。なお、かかる現金精算に

おいて生じた１円未満の端数はこれを切り捨てる。

　　 ２．転換価額は、当初881円とする。但し、転換価額は（注）３．の規定に従って調整される。

　　 ３．転換価額の調整

     (1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項(2)に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数

         に 変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等に

         よる転換価額調整式」という。)により転換価額を調整する。

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

 
×

既発行
普通株式数

＋
発行又は
処分株式数

×
１株当たりの発行
又は処分価額

時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数
 

 
     (2) 新株発行等による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調整後

転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。

 ①　時価(本項(5)②に定義される。以下同じ。)を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行

し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、株式報酬

制度(株式給付信託を含む。)に基づき、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役その他の役員又

は従業員に当社普通株式を交付する場合、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行

使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使に

よって当社普通株式を交付する場合、及び合併、会社分割、株式交換、株式移転又は株式交付により当社

普通株式を交付する場合を除く。)
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調整後転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合

はその効力発生日とする。)の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

 ②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後転換価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

 ③　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は時価を下回

る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)

を発行又は付与する場合(但し、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役その他の役員又は従業

員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権を除く。)

調整後転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使

されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日(募集に

際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以降、又は

無償割当ての場合は効力発生日の翌日以降これを適用する。

但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用す

る。

 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む。)の取得と引換えに時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 ⑤ 上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃至③にかかわらず、調整後転

換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当

該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権を有する者(以下「本新株予約権

者」という。)に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

  
（調整前転換価額 － 調整後転換価額） ×

調整前転換価額により
当該期間内に交付された株式数

交付普通
株式数

＝
調整後転換価額

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

 
     (3) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項(4)①に定める特別配当の支払いを実施する場合に

           は、次に定める算式(以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転換価額調

整式と併せて「転換価額調整式」と総称する。)をもって転換価額を調整する。

    
時価 － １株当たりの特別配当

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価

 

 
「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る基準日における各本社債の金額(金

15,625,000円)当たりの本新株予約権の目的となる株式の数で除した金額をいう。１株当たりの特別配当

の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 
     (4) ①「特別配当」とは、2031年５月22日までに到来する配当に係る各基準日につき、当社普通株式１

株当たりの剰余金の配当(会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭も含む。但し、

2026年３月期の期末配当を除く。)の額(なお、金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合に

は、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。以下同じ。)に当該基準日時点における各本社債の金額

(金15,625,000円)当たりの本新株予約権の目的である株式の数を乗じて得た金額の、当該基準日の属す

る事業年度における累計額が、基準配当金(基準配当金は、各本社債の金額(金15,625,000円)を転換価

額である881円で除して得られる数値(円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を切り捨てる。)に

12を乗じた金額。)(当社が当社の事業年度を変更した場合には、新株予約権者と協議の上合理的に修正

された金額。)を超える場合における当該超過額をいう。

         ② 特別配当による転換価額の調整は、各事業年度における特別配当を構成する各配当に係る会社法第

454条又は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日以降これを適用する。
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     (5) ①　転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

         ②　転換価額調整式で使用する時価は、新株発行等による転換価額調整式の場合には調整後転換価額

を適用する日(但し、本項(2)⑤の場合は基準日)又は特別配当による転換価額調整式の場合には当該特

別配当に係る基準日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式

終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

         ③　新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合にはその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後転換価額を適用

する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株

式の数を控除した数とし、当該転換価額の調整前に本項(2)又は(7)に基づき交付されたものとみなされ

た当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式

の株式分割が行われる場合には、新株発行等による転換価額調整式で使用する発行又は処分株式数は、

基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式の数を含まないものとする。

　　　　 ④　転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わないこととする。但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転換

価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を

差し引いた額を使用するものとする。

 
　　　(6) 本項(1)及び本項(3)のうち複数の規定に該当する場合、調整後転換価額がより低い金額となる規定を適用

して転換価額を調整する。

 
　　　(7) 本項(2)及び本項(4)の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株

予約権付社債権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行う。

　　　　①　株式の併合、合併、会社分割、株式交換、株式移転又は株式交付のために転換価額の調整を必要と

するとき。

　　　　②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整

を必要とするとき。

　　　　③　当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割当てのために転換価額の調整を必　

要とするとき。

　　　　④　転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

 
　　　(8) 本項(1)乃至(7)により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債権者

に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やか

にこれを行う。

 
　　 ４．新株予約権の行使期間

　　　　 本新株予約権者は、2026年５月29日から2031年５月22日、(（注）７．(2)②(イ)及び(ロ)に定めるところ

により、本社債が繰上償還される場合には、当該償還日の５銀行営業日前の日)までの間(以下「行使期

間」という。)いつでも、本新株予約権を行使することができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日で

ない場合にはその前銀行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予約権は行使できない

ものとする。

         上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。

     (1) 当社普通株式に係る株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準日をいう。)及びその前営業日

(振替機関の休業日でない日をいう。)

     (2) 振替機関が必要であると認めた日

     (3) 組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判断した場合

は、それらの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定する期間

中は、本新株予約権を行使することはできない。この場合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ本
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新株予約権付社債権者に通知する。

 
　　 ５．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

　　　(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、（注）２．記載の転換価額(転換価

額が調整された場合は調整後の転換価額)とする。

     (2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　 ① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数

が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

　　　 　② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本項(2)①記載の

資本金等増加限度額から本項(2)①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 
　　 ６．自己新株予約権の取得の事由および取得の条件

　　　　 (1)　本新株予約権の行使請求の意向に係る通知に伴う本新株予約権付社債の取得

           ① 2026年５月29日から2031年２月28日までの間に本新株予約権付社債権者から当社に対して本新株予

約権の行使請求の意向に係る通知(以下「行使請求意向通知」という。)が書面により行われた場合、当

社は、当該行使請求意向通知が行われた日に、当該行使請求意向通知に記載された本新株予約権に係る

本新株予約権付社債の全部(以下「取得新株予約権付社債」という。)を取得し、これと引換えに当該行

使請求意向通知を行った本新株予約権付社債権者に対して行使取得交付財産(以下に定義する。)を交付

する。

       　　② 「行使取得交付財産」とは、(A)取得新株予約権付社債に係る本社債の額面金額の総額に相当する

額(以下「額面金額相当額」という。)の金銭、及び(B)次の算式により算出される数の当社普通株式(但

し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。また、計算の結果、単元未満株式が発生

する場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算す

る。)をいう。

行使取得転換価値－額面金額相当額(正の数である場合に限る。)

１株当たりの行使取得平均VWAP
 

 
「行使取得転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。

額面金額相当額
×１株当たりの行使取得平均VWAP

行使取得最終日転換価額
 

 

 
「１株当たりの行使取得平均VWAP」とは、行使取得関係VWAP計算期間(以下に定義する。)に含まれる各

VWAP取引日(以下に定義する。)において東京証券取引所が発表する当社普通株式の売買高加重平均価格

(以下「VWAP」という。)の平均値をいう。行使取得関係VWAP計算期間中に（注）３．(2)、(4)及び(7)

記載の転換価額の調整事由が発生した場合には、１株当たりの行使取得平均VWAPも適宜調整される。

「行使取得最終日転換価額」とは、行使取得関係VWAP計算期間の最終日において有効な転換価額をい

う。

「行使取得関係VWAP計算期間」とは、行使請求意向通知が行われた日の10VWAP取引日前の日に始まる10

連続VWAP取引日をいう。

本欄において「VWAP取引日」とは、東京証券取引所が開設されている日をいい、VWAPが発表されない日

を含まない。

 
　　　　 (2)　当社の選択による本新株予約権付社債の取得

　　　　　　① 当社は、2030年５月29日から2031年２月14日までの間、いつでも、財務代理人及び本新株予約権付社

債権者に対して、2031年５月15日(以下、本項(2)において「取得期日」という。)現在残存する本新株

予約権付社債の全部(一部は不可)を取得する旨を通知(かかる通知は取り消すことができない。)(以下

「取得通知」という。)することができる。当社は、取得期日に当該本新株予約権付社債の全部を取得

し、これと引換えに本新株予約権付社債権者に対して交付財産(以下に定義する。)を交付する。当社に
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よる本項(2)に基づく本新株予約権付社債の取得は、当社普通株式が取得期日において東京証券取引所

に上場されていることを条件とする。また、当社が（注）７．(2)②(イ)a乃至dに従った繰上償還の通

知を受けた場合又は同号②(ロ)a及びbに基づき繰上償還の通知を行った場合、当社は、以後本項(2)に

基づく取得通知を行うことはできない。

           ② 「交付財産」とは、(A)各本新株予約権付社債に係る本社債の額面金額相当額の金銭、及び(B)次の算式

により算出される数の当社普通株式(但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

また、計算の結果、単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行

使されたものとして現金により精算する。)をいう。

転換価値－額面金額相当額(正の数である場合に限る。)

１株当たりの平均VWAP
 

 

「転換価値」とは、次の算式により算出される数値をいう。

額面金額相当額
×１株当たりの平均VWAP

最終日転換価額
 

 

 
「１株当たりの平均VWAP」とは、VWAP計算期間(以下に定義する。)に含まれるVWAPの平均値をいう。

VWAP計算期間中に（注）３．(2)、(4)及び(7)記載の転換価額の調整事由が発生した場合には、１株当

たりの平均VWAPも適宜調整される。

「最終日転換価額」とは、VWAP計算期間の最終日において有効な転換価額をいう。

「VWAP計算期間」とは、取得期日の10取引日前の日に始まる10連続取引日をいう。

 
        (3)　当社は、本項（１）又は（２）に定める取得条項により取得した本新株予約権付社債を、かかる取得と

同時に消却するものとする。

 
　　　 ７．償還の方法

　　　　 (1)　償還金額

各社債の金額100円につき金100円

但し、繰上償還の場合は本項(2)②に定める金額による

　　　　 (2)　社債の償還の方法及び期限

① 本社債は、2031年５月29日(償還期限)にその総額を各社債の金額100円につき金100円で償還する。

② 繰上償還事由

(イ)社債権者の選択による繰上償還

a　社債権者の選択による繰上償還

本新株予約権付社債の社債権者(以下「本新株予約権付社債権者」という。)は、2027年５月31日以

降、その後に到来するいずれかの利払日(（注）８．に定義される。以下同じ。)を償還日として、

その選択により、当社に対し、繰上償還しようとする利払日の15銀行営業日以上前に事前通知を

行った上で、当該償還日に、その保有する本新株予約権付社債の全部又は一部を各社債の金額100円

につき金100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する。

b　組織再編行為による繰上償還

イ　本新株予約権付社債権者は、組織再編行為(下記ニに定義する。)が当社の株主総会で承認され

た場合(株主総会の承認が不要な場合は当社の取締役会で決議された場合。以下同じ。かかる承

認又は決議がなされた日を、以下「組織再編行為承認日」という。)、その承認がなされた日以

降に到来するいずれかの利払日を償還日として、その選択により、当社に対し、繰上償還しよ

うとする利払日の30日以上前に事前通知を行った上で、当該償還日に、その保有する本社債の

全部又は一部を以下の償還金額で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する。

当社は組織再編行為承認日に、本新株予約権付社債権者に対して、組織再編行為の概要(その効

力発生日を含む。)を通知するものとする。

ロ　上記償還に適用される償還金額は、参照パリティ(下記ハに定義する。)が100％を超える場合に

は、各社債の金額100円につき金100円に参照パリティを乗じた額とし、参照パリティが100％以

下となる場合には、各社債の金額100円につき金100円とする。
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ハ　参照パリティとは、以下に定めるところにより決定された値とする。

(ⅰ)当該組織再編行為に関して当社普通株式の株主に支払われる対価が金銭のみである場合

当該普通株式１株につき支払われる当該金銭の額を当該組織再編行為承認日時点で有効な転換

価額(（注）２．に定義される。以下同じ。)で除して得られた値(小数第５位まで算出し、小

数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。)

(ⅱ)(ⅰ)以外の場合

会社法に基づき当社の取締役会その他の機関において当該組織再編行為に関して支払われ又は

交付される対価を含む条件が決議又は決定された日(決議又は決定された日よりも後に当該組

織再編行為の条件が公表される場合にはかかる公表の日)の直後の取引日(株式会社東京証券取

引所(以下「東京証券取引所」という。)において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証

券取引所において当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限(一時的な取引制

限も含む。)があった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。以下同じ。)に

始まる５連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値を、当

該５連続取引日の最終日時点で有効な転換価額で除して得られた値(小数第５位まで算出し、

小数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。)とする。当該５連続取引日において

（注）３.(2)、(4)及び(7)に記載の転換価額の調整事由が生じた場合には、当該５連続取引日

の当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、（注）３.(1)乃至(7)に記載の転換価額の調整

条項に準じて合理的に調整されるものとする。

ニ　「組織再編行為」とは、①当社が消滅会社となる合併契約の締結、②当社が分割会社となる吸

収分割契約の締結若しくは新設分割計画の作成、③当社の事業若しくは資産の全部若しくは重

要な一部の第三者への譲渡、④当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締結若しく

は株式移転計画の作成、⑤株式交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容と

する株式交付計画の作成又は⑥その他の日本法上の会社組織再編手続で、上記①乃至⑤と同様

の効力を有するものをいう。

c　支配権変動事由による繰上償還

イ　本新株予約権付社債権者は、支配権変動事由(下記ロに定義する。)が生じた場合、当該事由が

生じた日以降に到来するいずれかの利払日を償還日として、その選択により、当社に対し、繰

上償還しようとする利払日に先立つ30日以上60日以下の期間内に事前通知を行った上で、当該

償還日に、その保有する本社債の全部又は一部を本号②(イ)bに記載の償還の場合に準ずる方式

によって算出される償還金額で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有するもの

とする。

ロ　「支配権変動事由」とは、特定株主グループ(当社の株券等(金融商品取引法第27条の23第１

項に規定する株券等をいう。)の保有者(同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を

含む。)及びその共同保有者(同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項

に基づき共同保有者とみなされる者を含む。))の株券等保有割合(同法第27条の23第４項に規定

する株券等保有割合をいう。)が50％超となった場合をいう。

d　上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還

イ　本新株予約権付社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等(下記ロに定義する。)が

生じた若しくは生じる合理的な見込みがある場合、又は東京証券取引所による監理銘柄への指

定がなされた若しくはなされる合理的な見込みがある場合には、当該事由等が生じた若しくは

当該指定がなされた日又は当該事由等が生じる若しくは当該指定がなされる合理的な見込みが

ある日以後に到来するいずれかの利払日を償還日として、その選択により、当社に対して、繰

上償還しようとする利払日の15銀行営業日以上前に事前通知を行った上で、当該償還日に、そ

の保有する本新株予約権付社債の全部又は一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上償還

することを、当社に対して請求する権利を有する。

ロ　「上場廃止事由等」とは、当社若しくはその企業集団に、東京証券取引所有価証券上場規程第

601条第１項各号に定める事由が発生した場合、又は、当社が本新株予約権付社債の払込期日以

降その事業年度の末日現在における財務諸表若しくは連結財務諸表において債務超過となる場

合において、当該事業年度の末日の翌日から起算して６か月を経過する日までの期間において

債務超過の状態でなくならなかった場合をいう。

(ロ)当社に生じた事由による繰上償還
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　a　公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還

当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなされ、当社が当該公開買付けに賛

同する意見を表明し、当該公開買付けの結果、当社普通株式が上場されている全ての日本の金融

商品取引所においてその上場が廃止となる可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は容

認し(但し、当社又は公開買付者が、当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力

する旨を公表した場合を除く。)、かつ公開買付者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得し

た場合、当社は、本新株予約権付社債権者に対して当該公開買付けによる当社普通株式の取得日

(当該公開買付けに係る決済の開始日を意味する。)から15日以内に通知の上、当該通知日から30

日以上60日以内の日を償還日として、残存する本社債の全部(一部は不可)を本号②(イ)bに記載の

償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還するものとする。

　b　スクイーズアウト事由による繰上償還

当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式の全てを対価を

もって取得する旨の当社の株主総会の決議がなされた場合、当社の特別支配株主(会社法第179条

第１項に定義される。)による当社の他の株主に対する株式等売渡請求を承認する旨の当社の取締

役会の決議がなされた場合又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総

会の決議がなされた場合(以下「スクイーズアウト事由」という。)、当社は、本新株予約権付社

債権者に対して、実務上可能な限り速やかに、但し、当該スクイーズアウト事由の発生日から14

日以内に通知した上で、当該通知において指定した償還日(かかる償還日は、当該スクイーズアウ

ト事由に係る当社普通株式の取得日又は効力発生日より前で、当該通知の日から14銀行営業日目

以降30銀行営業日目までのいずれかの日とする。)に、残存する本社債の全部(一部は不可)を、本

号②(イ)bに記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還するものとす

る。

③ 本号に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3)　買入消却

① 当社及びその子会社(本号③に定義する。以下同じ。)は、本新株予約権付社債権者と合意の上、

随時本新株予約権付社債をいかなる価格でも買入れることができる。

② 当社又はその子会社が本新株予約権付社債を買入れた場合には、当社は、いつでも、その選択により

(当社の子会社が買入れた場合には、当該子会社より消却のために当該本新株予約権付社債の交付を受

けた後)、当該本新株予約権付社債に係る本社債を消却するものとし、かかる消却と同時に、当該本新

株予約権付社債に係る本新株予約権は消滅する。

③ 「子会社」とは、会社法第２条第３号に定める子会社をいう。

 
 

８．利息支払の方法

(1)　本社債の利息は、本新株予約権付社債の払込期日の翌日(同日を含む。但し、繰上償還される場合は繰上

償還日(同日を含む。))までこれを付し、2026年11月30日を第１回の利払日としてその日(同日を含む。)

までの分を支払い、その後毎年５月31日及び11月30日(但し、繰上償還される場合には、繰上償還日)(以

下「利払日」という。)に、当該利払日の直前の利払日(第１回の利払日においては払込期日)の翌日から

当該利払日(同日を含む。)までの期間(以下「利息計算期間」という。)について、その日までの前半年

分の利息を支払う。但し、半年分に満たない又はこれを超える期間につき利息を計算するときは、１年

を365日とする日割りをもってこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。な

お、償還期日(但し、繰上償還される場合は繰上償還日)の翌日以降は利息を付さない。

(2)　利払日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3)　本新株予約権が行使された場合又は本新株予約権付社債が（注）６．に基づき取得された場合には、直

前の利払日から当該行使又は取得の効力発生日(同日を含む。)までに発生した利息を当該効力発生日に

支払う。なお、当該効力発生日翌日以降は利息を付さない。

(4)　利息の支払場所

本社債に係る償還金は、社債等振替法及び振替機関の業務規程その他の規則に従って支払われる。
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第１回新株予約権

決議年月日 2026年５月13日

新株予約権の数（個）　※ 8,513

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)　※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）　※

普通株式　851,300株　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 881　(注)２

新株予約権の行使期間　※ 　自　2026年５月29日　至　2031年５月22日　(注)３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）　※

(注)５

新株予約権の行使の条件　※ 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
当社と割当予定先との間で締結される本引受契約におい
て、本新株予約権の譲渡については当社の同意が必要で
ある旨が定められる。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※

―
 

※新株予約権の発行時(2026年５月29日)における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式851,300株(本新株予約権１個当たり

の目的である株式の数(以下「割当株式数」という。)は100株)とする。但し、本項（2）乃至（3）により

割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後の割当株式数(以下

「調整後割当株式数」といい、本項（2）乃至（3）に定める調整前の割当株式数を「調整前割当株式数」

という。)に応じて調整される。

(2) 当社が（注）２．に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。

但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調

整後行使価額は、（注）２．(3)に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

  
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後割当株式数 ＝
調整後行使価額

 

(3) 調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る（注）２．による行使価額の調整に関し、

各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権

を有する者(以下「本新株予約権者」という。)に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株

式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、（注）２．

(3)①(ロ)eに定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開

始日以降速やかにこれを行う。

 
　　　 ２．新株予約権の行使時の払込金額

(1) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、本項(2)に定める行使価額に割当

株式数を乗じた額とする。

(2) 行使価額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額(以下「行使価

額」という。)は、881円とする(当該行使価額を、以下「当初行使価額」という。)。なお、行使価額は

(3)①乃至⑤に定めるところに従い調整されることがある。

(3)　行使価額の調整

① 行使価額の調整

(イ)当社は、本新株予約権の発行後、(ロ)に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等による行使価額調

整式」という。)により行使価額を調整する。
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    既発行
普通株式数＋

発行又は
処分株式数

×
１株当たりの発行
又は処分価額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数
 

 
(ロ)新株発行等による行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整

後行使価額の適用時期については、次に定めるところによる。

　a　時価(②(ロ)に定義される。以下同じ。)を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行

し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、株

式報酬制度(株式給付信託を含む。)に基づき、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役

その他の役員又は従業員に当社普通株式を交付する場合、新株予約権(新株予約権付社債に付され

たものを含む。)の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交

付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び合併、会社分割、株式交

換、株式移転又は株式交付により当社普通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする。)の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当て

を受ける権利を与えるための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

 b　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、当該株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

 c　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は時価を下

回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたもの

を含む。)を発行又は付与する場合(但し、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役その

他の役員又は従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株

予約権を除く。)

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条

件で行使されたものとみなして新株発行等による行使価額調整式を適用して算出するものとし、

払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とす

る。)の翌日以降、又は無償割当ての場合は効力発生日の翌日以降これを適用する。

但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これ

を適用する。

 d　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを

含む。)の取得と引換えに時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 e　上記a乃至cの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主

総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記a乃至cにかかわらず、

調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基

準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権を有する

者(以下「本新株予約権者」という。)に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付す

る。

 
交付普通株式数

 
＝

(調整前行使価額
－調整後行使価額)

×
調整前行使価額により当該期間内に

交付された普通株式数

調整後行使価額
 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

 
(ハ)a　当社は、本新株予約権の発行後、bに定める特別配当の支払いを実施する場合には、次に定める

算式(以下「特別配当による行使価額調整式」といい、新株発行等による行使価額調整式と併せて

「行使価額調整式」と総称する。)をもって行使価額を調整する。

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価 － １株当たりの特別配当

時価
 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る基準日における本新株予約権

１個当たりの目的となる株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、
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円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

 b　「特別配当」とは、2031年５月22日までに到来する配当に係る各基準日につき、当社普通株式

１株当たりの剰余金の配当(会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭も含む。但

し、2026年３月期の期末配当を除く。)の額(なお、金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配

当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。以下同じ。)に当該基準日時点における

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じて得た金額、当該基準日の属する事業年度

における累計額が、基準配当金(基準配当金は、各本新株予約権の目的である株式の数に12を乗じ

た金額。)(当社が当社の事業年度を変更した場合には、本新株予約権者と協議の上合理的に修正

された金額。)を超える場合における当該超過額をいう。

 c　特別配当による行使価額の調整は、各事業年度における特別配当を構成する各配当に係る会社法

第454条又は第459条に定める剰余金の配当決議が行われた日以降これを適用する。

②(イ)行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

(ロ)行使価額調整式で使用する時価は、新株発行等による行使価額調整式の場合には調整後行使価

額を適用する日(但し、本号①(ロ)eの場合は基準日)又は特別配当による行使価額調整式の場合には

当該特別配当に係る基準日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当

社普通株式終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所に

おいて当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限(一時的な取引制限も含む。)が

あった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。

(ハ)新株発行等による行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を

適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当

社普通株式の数を控除した数とし、当該行使価額の調整前に本号①(ロ)、(ハ)又は④に基づき交付

されたものとみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた数と

する。また、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、新株発行等による行使価額調整式で使

用する発行又は処分株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普

通株式の数を含まないものとする。

(ニ)行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、行使価額の調整は行わないこととする。但し、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し

行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこ

の差額を差し引いた額を使用するものとする。

③ 本号①(イ)及び(ハ)のうち複数の規定に該当する場合、調整後行使価額がより低い金額となる規定

を適用して行使価額を調整する。

④ 本号①(ロ)及び(ハ)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

(イ)株式の併合、合併、会社分割、株式交換、株式移転又は株式交付のために行使価額の調整を必要

とするとき。

(ロ)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。

(ハ)当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割当てのために行使価額の調整を

必要とするとき。

(ニ)行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑤ 本号①乃至④により行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその

事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権者に通

知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかに

これを行う。

 
    ３．新株予約権の行使期間

　　　　 2026年５月29日から2031年５月22日(但し、（注）４．に従って当社が本新株予約権の全部を取得する場合
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には、当社による取得の効力発生日の前銀行営業日(振替機関の休業日でない日をいう。以下同じ。))まで

の間(以下「行使期間」という。)、いつでも、本新株予約権を行使することができる。但し、行使期間の最

終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予約

権は行使できないものとする。

上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。

(1) 当社普通株式に係る株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準日をいう。)及びその前営業日

(振替機関の休業日でない日をいう。)

(2) 振替機関が必要であると認めた日

(3) 組織再編行為(以下に定義する。)をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合

理的に判断した場合は、それらの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の

当社が指定する期間中は、本新株予約権を行使することはできない。この場合には停止期間その他必要な

事項をあらかじめ本新株予約権者に通知する。

「組織再編行為」とは、①当社が消滅会社となる合併契約の締結、②当社が分割会社となる吸収分割契約

の締結若しくは新設分割計画の作成、③当社の事業若しくは資産の全部若しくは重要な一部の第三者への

譲渡、④当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締結、若しくは株式移転計画の作成、⑤株式

交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容とする株式交付計画の作成又は⑥その他の日

本法上の会社組織再編手続で、上記①乃至⑤と同様の効力を有するものをいう。

 
　　　４．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

当社は、当社が合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)をする場合、株式交換、株式移転若しくは

株式交付により他の会社の完全子会社となる場合、又は東京証券取引所において当社の普通株式が上場廃

止とされる場合、会社法第273条の規定に従って15取引日前に通知をしたうえで、当社取締役会で定める取

得日に、本新株予約権１個当たり700円の価額で、本新株予約権者(当社を除く。)の保有する本新株予約権

の全部を取得する。

 
　　　５．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る各本新株予約権の

行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の発行価額の総額を加えた額

を、（注）１．記載の株式の数で除した額とする。

(2) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本号①記載の資本

金等増加限度額から本号①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年９月30日 ― 16,372,000 ― 1,772,363 ― 2,103,850
 

 
 
(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

舘本　篤志 愛知県名古屋市千種区 2,038,900 12.55

エア・ウォーター株式会社 大阪市中央区南船場２丁目－12－８ 1,719,400 10.59

舘本　勲武 愛知県名古屋市中村区 961,205 5.92

大﨑　善保 埼玉県草加市 376,192 2.32

株式会社日本カストディ銀行
（信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－12 282,400 1.74

ＵＢＳ ＡＧ ＬＯＮＤＯＮ Ａ／
Ｃ ＩＰＢ ＳＥＧＲＥＧＡＴＥ
Ｄ ＣＬＩＥＮＴＡＣＣＯＵＮＴ
(常任代理人シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店カストディ業
務部長石川潤)

ＢＡＨＮＨＯＦＳＴＲＡＳＳＥ ４５， ８０
０１ ＺＵＲＩＣＨ， ＳＷＩＴＺＥＲＬＡＮ
Ｄ
(東京都新宿区新宿６丁目２７番３０号)

251,200 1.55

デリカフーズグループ
従業員持株会

東京都足立区４丁目12－12 202,600 1.25

株式会社オリエンタル 岡山県総社市 200,000 1.23

野村　五郎 兵庫県明石市 189,800 1.17

岡野　泰久 岡山県総社市 145,000 0.89

計 ― 6,366,697 39.19
 

 (注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　 　株式会社日本カストディ銀行（信託口） 　　　　        　  282,400株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 97,200
 

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

162,660 同上
16,266,000

単元未満株式
普通株式

― ―
8,800

発行済株式総数 16,372,000 ― ―

総株主の議決権 ― 162,660 ―
 

　
 

② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
デリカフーズホールディ
ングス株式会社

東京都足立区六町４丁目
12－12

97,200 ― 97,200 0.59

計 ― 97,200 ― 97,200 0.59
 

 

２ 【役員の状況】

 　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、南青山監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,339,295 5,830,953

  売掛金 6,190,504 6,083,934

  商品及び製品 370,105 465,505

  仕掛品 17,067 19,483

  原材料及び貯蔵品 169,233 207,885

  その他 319,025 330,943

  貸倒引当金 △4,088 △3,776

  流動資産合計 12,401,143 12,934,930

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 8,606,344 8,384,311

   土地 3,917,960 3,917,960

   その他（純額） 2,992,821 2,884,655

   有形固定資産合計 15,517,126 15,186,927

  無形固定資産   

   その他 50,272 43,150

   無形固定資産合計 50,272 43,150

  投資その他の資産   

   その他 1,554,241 1,650,519

   貸倒引当金 △7,937 △7,937

   投資その他の資産合計 1,546,303 1,642,581

  固定資産合計 17,113,702 16,872,660

 資産合計 29,514,846 29,807,590
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 3,008,706 3,282,927

  短期借入金 ※1  2,200,000 ※1  2,350,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  1,686,651 ※2  1,775,019

  未払法人税等 672,033 226,916

  未払金 3,024,876 2,211,609

  賞与引当金 222,091 174,235

  役員賞与引当金 23,953 ―

  事業構造改革費用引当金 ― 3,157

  その他 264,333 471,508

  流動負債合計 11,102,645 10,495,373

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 ― 750,000

  長期借入金 ※2  6,829,387 ※2  6,830,155

  退職給付に係る負債 236,834 251,774

  資産除去債務 651,249 655,529

  その他 260,968 243,278

  固定負債合計 7,978,439 8,730,737

 負債合計 19,081,085 19,226,111

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,772,363 1,772,363

  資本剰余金 2,595,360 2,608,746

  利益剰余金 5,775,191 5,849,951

  自己株式 △54,780 △41,525

  株主資本合計 10,088,134 10,189,535

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 349,019 387,676

  退職給付に係る調整累計額 △3,393 △1,691

  その他の包括利益累計額合計 345,626 385,985

 新株予約権 ― 5,959

 純資産合計 10,433,760 10,581,479

負債純資産合計 29,514,846 29,807,590
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 30,810,188 31,753,989

売上原価 22,616,986 23,663,599

売上総利益 8,193,201 8,090,389

販売費及び一般管理費 ※1  6,964,378 ※1  7,447,853

営業利益 1,228,823 642,536

営業外収益   

 受取利息 5,706 8,140

 受取配当金 4,291 4,905

 物品売却益 15,905 15,981

 受取賃貸料 27,081 4,242

 助成金収入 9,906 9,977

 販売奨励金 6,274 7,221

 その他 18,220 20,755

 営業外収益合計 87,386 71,225

営業外費用   

 支払利息 51,361 68,408

 社債発行費 ― 7,875

 その他 6,195 1,632

 営業外費用合計 57,556 77,916

経常利益 1,258,654 635,844

特別利益   

 固定資産売却益 1,025 2,384

 投資有価証券売却益 ― 24,900

 補助金収入 ― 10,000

 特別利益合計 1,025 37,285

特別損失   

 固定資産除却損 0 315

 固定資産圧縮損 ― 9,852

 減損損失 ― 1,904

 事業構造改革費用 ― 3,157

 特別損失合計 0 15,229

税金等調整前中間純利益 1,259,679 657,901

法人税等 417,618 177,049

中間純利益 842,060 480,851

親会社株主に帰属する中間純利益 842,060 480,851
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 842,060 480,851

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 52,788 38,656

 退職給付に係る調整額 △13,115 1,702

 その他の包括利益合計 39,673 40,358

中間包括利益 881,733 521,210

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 881,733 521,210

 非支配株主に係る中間包括利益 ― ―
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,259,679 657,901

 減価償却費 609,224 674,057

 減損損失 ― 1,904

 引当金の増減額（△は減少） 19,919 △45,011

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） ― △23,953

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △10,096 17,466

 受取利息及び受取配当金 △9,998 △13,046

 支払利息 51,361 68,408

 助成金収入 △9,906 △9,977

 補助金収入 ― △10,000

 投資有価証券売却損益（△は益） ― △24,900

 固定資産除却損 0 315

 固定資産売却損益（△は益） △1,025 △2,384

 固定資産圧縮損 ― 9,852

 売上債権の増減額（△は増加） 318,326 106,778

 棚卸資産の増減額（△は増加） △60,074 △136,468

 仕入債務の増減額（△は減少） △6,590 274,067

 未払金の増減額（△は減少） △325,605 △130,542

 その他 70,306 186,538

 小計 1,905,521 1,601,004

 利息及び配当金の受取額 9,998 13,046

 利息の支払額 △51,361 △68,408

 補助金の受取額 ― 10,000

 助成金の受取額 9,906 9,977

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △95,936 △646,186

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,778,129 919,433

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △240,000 ―

 定期預金の払戻による収入 ― 200,000

 有形固定資産の取得による支出 △523,230 △937,745

 有形固定資産の売却による収入 1,450 2,385

 無形固定資産の取得による支出 △4,128 △570

 投資有価証券の取得による支出 △8,090 △3,630

 投資有価証券の売却による収入 ― 35,000

 貸付けによる支出 △911 △873

 貸付金の回収による収入 5,464 4,978

 敷金及び保証金の差入による支出 △34,895 △53,866

 その他 △1,144 △1,196

 投資活動によるキャッシュ・フロー △805,486 △755,518
 

 

EDINET提出書類

デリカフーズホールディングス株式会社(E02994)

半期報告書

25/34



 

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額(△は減少) 1,550,000 150,000

 長期借入れによる収入 400,000 900,000

 長期借入金の返済による支出 △790,581 △810,864

 転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 ― 742,125

 新株予約権の発行による収入 ― 5,959

 リース債務の返済による支出 △54,492 △54,712

 配当金の支払額 △193,437 △404,765

 財務活動によるキャッシュ・フロー 911,489 527,742

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,884,131 691,657

現金及び現金同等物の期首残高 3,533,832 4,914,432

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  5,417,964 ※  5,606,089
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間において、当社連結子会社であったデリカフーズ長崎㈱は、当社連結子会社であるデリカ

フーズ㈱を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 
(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。
 

 
 
(中間連結貸借対照表関係)

※１　連結子会社(デリカフーズ㈱)においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行（前連結会計年度は

６行）と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

当座貸越極度額 2,850,000 千円 3,300,000 千円

借入実行残高 2,200,000 〃 2,350,000 〃

差引高 650,000 千円 950,000 千円
 

 
※２　財務制限条項

前連結会計年度（2026年３月31日）

借入金のうち、511,595千円には、連結又は連結子会社の貸借対照表の純資産の部や、損益計算書の経常損益等

に係る財務制限条項が付されております。

なお、第23期(2026年３月期)の連結会計年度末において、財務制限条項に抵触しておりません。

 
当中間連結会計期間（2026年９月30日）

借入金のうち、451,465千円には、連結又は連結子会社の貸借対照表の純資産の部や、損益計算書の経常損益等

に係る財務制限条項が付されております。

なお、当中間連結会計期間末において財務制限条項に抵触しておりません。
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(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

給与手当 2,110,517千円 2,309,226千円

運賃 2,143,056 〃 2,339,521 〃

賞与引当金繰入額 95,198 〃 110,517 〃

退職給付費用 19,293 〃 41,365 〃

貸倒引当金繰入額
（△は戻入額）

147 〃 △312 〃
 

 
 
　２　切放し法適用については、次のとおりであります。

　当社グループは、当中間連結会計期間に係る有価証券の減損処理の方法及び棚卸資産の帳簿価額の切下げの方

法として、切放し法を適用しております。

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。
 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金 5,842,793千円 5,830,953千円

預入期間が３か月超の定期預金 △441,492 〃 △241,526 〃

預け金（流動資産その他） 16,663 〃 16,663 〃

 現金及び現金同等物 5,417,964千円 5,606,089千円
 

 
 
(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 194,440 12.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 406,091 25.00 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額

(注)1

中間連結損益

計算書計上額

(注)2青果物事業 物流事業
研究開発・

分析事業
持株会社 計

売上高        

顧客との契約か

ら生じる収益
30,229,824 554,704 25,659 ― 30,810,188 ― 30,810,188

外部顧客への売

上高
30,229,824 554,704 25,659 ― 30,810,188 ― 30,810,188

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

241 2,087,013 12,303 648,487 2,748,045 △2,748,045 ―

計 30,230,065 2,641,718 37,962 648,487 33,558,234 △2,748,045 30,810,188

セグメント利益又は

損失（△）
1,063,827 71,070 △7,210 245,848 1,373,536 △144,712 1,228,823

 

(注) 1 セグメント利益又は損失（△）の調整額△144,712千円は、セグメント間取引消去であります。

2 セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額

(注)1

中間連結損益

計算書計上額

(注)2青果物事業 物流事業
研究開発・

分析事業
持株会社 計

売上高        

顧客との契約か

ら生じる収益
30,997,960 736,119 19,909 ― 31,753,989 ― 31,753,989

外部顧客への売

上高
30,997,960 736,119 19,909 ― 31,753,989 ― 31,753,989

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

42,270 2,231,917 28,506 909,302 3,211,996 △3,211,996 ―

計 31,040,230 2,968,036 48,415 909,302 34,965,985 △3,211,996 31,753,989

セグメント利益又は

損失（△）
623,641 229 △1,783 455,951 1,078,038 △435,502 642,536

 

(注) 1 セグメント利益又は損失（△）の調整額△435,502千円は、セグメント間取引消去であります。

2 セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
 

２．報告セグメントの利益又は損失の開示方法の変更

　当中間連結会計期間より、当社グループの主要な経営管理指標(経営資源の配分の決定や業績の評価などの検討に使

用している経営指標など)を経常利益ベースから営業利益ベースの数値に変更したことに伴い、報告セグメントの利益

又は損失も、経常利益ベースから営業利益ベースに変更しております。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の開示方法に基づいております。
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(企業結合等関係)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

（共通支配下の取引等）

（連結子会社間の吸収合併）

当社は、2026年１月９日開催の取締役会決議に基づき、2026年４月１日付で、当社連結子会社であるデリカ

フーズ㈱を存続会社とし、当社連結子会社であるデリカフーズ長崎㈱を消滅会社とする吸収合併を実施いたしま

した。

 
（１）取引の概要

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

     結合企業の名称　　デリカフーズ㈱

　　　事業の内容　　　　青果物の加工及び販売

　　　被結合企業の名称　デリカフーズ長崎㈱

　　　事業の内容　　　　たれ、ソース類の製造

② 企業結合日（効力発生日）

　　2026年４月１日

③ 企業結合の法的形式

　　デリカフーズ㈱を存続会社とし、デリカフーズ長崎㈱を消滅会社とする吸収合併

④ 結合後企業の名称

　 デリカフーズ㈱

⑤ その他取引の概要に関する事項

デリカフーズ長崎㈱の取扱品目、販売先が設立当初に比して大きく増加し、事業分野も急速に拡がりを

見せているなか、デリカフーズ㈱による営業面、商品開発面、生産管理面等における連携強化により、グ

ループシナジー発揮の極大化を図ることを目的として、両社を合併することといたしました。

 
（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。

 
 

 
 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

  １株当たり中間純利益 51円93銭 29円59銭

    (算定上の基礎)   

  親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 842,060 480,851

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益(千円)
842,060 480,851

  普通株式の期中平均株式数(株) 16,214,400 16,252,156

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったものの概要

―

第１回無担保転換社債型新
株予約権付社債　
48個
（普通株式 851,300株）
 
第１回新株予約権　
8,513個
（普通株式 851,300株）
 
この概要は「第３　提出会
社の状況　１　株式等の状
況　（２）新株予約権等の
状況」に記載のとおりであ
ります。

 

(注) １．前中間連結会計期間において、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

２．当中間連結会計期間において、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している
潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

    該当事項はありません。

 
 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月12日

デリカフーズホールディングス株式会社

 取締役会 御中

 

南青山監査法人
 

　東京都港区
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 桂川　修一  

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　辰也  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデリカフーズ

ホールディングス株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月

１日から2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、デリカフーズホールディングス株式会社及び連結子会社の

2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
 
 

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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